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第６章 ボックスカルバート 

１ 適用基準 

ボックスカルバートの設計は本章によるものとするが，記述のないものにつ

いては表１の関係図書他によるものとする。 

 

表１ 関係図書 

関 係 図 書 発行年月 発 行 者 

道路土工－カルバート工指針 Ｈ22. 3 日本道路協会 

道路土工要綱 Ｈ21. 6 日本道路協会 

道路土工構造物技術基準・同解説 Ｈ29. 3 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編 Ｈ24. 3 日本道路協会 

土木構造物設計マニュアル(案) 

〔土木構造物・橋梁編〕 
Ｈ11.11 全日本建設技術協会 

土木構造物設計マニュアル(案)に係わる設計・
施工の手引き(案) 
〔ボックスカルバート・擁壁編〕 

Ｈ11.11 全日本建設技術協会 

ＰＣボックスカルバート道路埋設指針 Ｈ 3.10 国土開発技術センター 

プレキャストボックスカルバート設計・施工 

マニュアル(鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製・ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ製) 
Ｈ13. 3 全国ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ協会 

土木構造物標準設計 第１巻 Ｈ12. 9 全日本建設技術協会 

(注)使用にあたっては最新版を使用するものとする。 
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２ カルバート一般 

２－１ 定義 

カルバートとは，道路の下に，水路，通路などの空間を得るために盛土あ

るいは地盤内に設けられる構造物で，その力学的特性から剛性とたわみ性カ

ルバートがある。対象とするカルバートの種類を図２－１に示す。 

本章はそれらの内で主にボックスカルバートについて示すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来型カルバートの種類 

本章の対象範囲 

図２－１ カルバートの種類 

 

２－２ 従来型カルバート 

２－２－１ 従来型カルバート 

従来型カルバートを図２－１に示したが，従来より多数構築されてきたカル

バートについては，慣用されてきた固有の設計・施工法がある。これにより設

計した場合は，長年の経験の蓄積により，所定の構造形式や材料・規模の範囲

内であれば「４ 設計に関する一般事項」に示す所定の性能を確保するとみな

せる。 

このことから，便宜上このようなカルバートを「従来型カルバート」とす

る。 

カルバート工指針 

(H22.3) P7 

カルバート工指針 

(H22.3) P7 

道路用 

水路用 

門形カルバート 2) 

アーチカルバート 3) 

 ・場所打ちコンクリートによる場合 

 ・プレキャスト部材による場合 

対象とする 

カルバート 

使用材料に 

よる分類 

構造形式に

よる分類 

鉄筋コンクリートによるもの 

プレストレストコンクリートによるもの 

コルゲートメタルによるもの 

高密度ポリエチレンによるもの 

硬質塩化ビニルによるもの 

強化プラスチック複合材によるもの 

剛性ボックス 

カルバート 

たわみ性パイプカルバート 

 ・コルゲートメタルカルバート 

 ・硬化塩化ビニルパイプカルバート 

 ・  

 ・

ボックスカルバート 1) 

 ・場所打ちコンクリートによる場合 

 ・プレキャスト部材による場合 

パイプ 

カルバート 4) 

使用目的に 

よる分類 

剛性パイプカルバート 

 ・遠心力鉄筋コンクリート管 

 ・プレストレストコンクリート管 

1 ） ボッ ク ス カルバート 2 ） 門形カルバート

スト ラ ット

3 ） アーチカルバート 4 ） パイ プカルバート
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２－２－２ 従来型カルバートの適用範囲 

従来型カルバートの適用範囲を表２－１に示す。また，(1)に示す①～⑦の条

件に適合している必要がある。 

 

表２－１ カルバートの一般的な適用範囲 

項 目 

カルバートの種類 

適用土被り 

(ｍ)注１） 
断面の大きさ(ｍ) 

剛性ボックス 

カルバート 

ボ ッ ク ス 

カルバート 

場所打ちコンクリー

トによる場合 0.5～20 
内空幅Ｂ：6.5 まで 

内空高Ｈ：5 まで 

プレキャスト部材に

よる場合 
0.5～6 注２） 

内空幅Ｂ：5 まで 

内空高Ｈ：2.5 まで 

門形カルバート 0.5～10 内空幅Ｂ：8 まで 

ア ー チ 

カルバート 

場所打ちコンクリー

トによる場合 
10 以上 内空幅Ｂ：8 まで 

プレキャスト部材に

よる場合 
0.5～14 注２） 

内空幅Ｂ：3 まで 

内空高Ｈ：3.2 まで 

剛性パイプ 

カルバート 

遠心力鉄筋コンクリート管 0.5～20 注２） 3 まで 

プレストレストコンクリート管 0.5～31 注２） 3 まで 

たわみ性 

パイプ 

カルバート 

コルゲートメタルカルバート 

（舗装厚＋0.3）

または 0.6 の大

きい方～60 注２） 
4.5 まで 

硬質塩化ビニルパイプカルバート

（円形管（ＶＵ）の場合）注 3） 

（舗装厚＋0.3）

または 0.5 の大

きい方～7 注２） 
0.7 まで 

強化プラスチック複合 

パイプカルバート 

（舗装厚＋0.3）

または 0.5 の大

きい方～10 注２） 
3 まで 

高耐圧ポリエチレン 

パイプカルバート 

（舗装厚＋0.3）

または 0.5 の大

きい方～26 注２） 
2.4 まで 

注１) 断面の大きさなどにより，適用土かぶりの大きさは異なる場合もある。 

注２) 規格化されている製品の最大土かぶり。 

注３) 硬質塩化ビニルパイプカルバートには，円形管（ＶＵ，ＶＰ，ＶＭ）リブ付き円形

管（ＰＲＰ）があるが，主として円形管（ＶＵ）が用いられる。 

 

（1）材料特性や構造特性における適用条件 

① 裏込め・埋め戻し材料は土であること。 

② カルバートの縦断勾配が 10％程度以下であること。 

③ 本体断面にヒンジがないこと。 

④ 単独で設置されること 

⑤ 直接基礎により指示されること 

⑥ 中柱によって多連構造になっていないこと 

⑦ 土かぶり 50ｃｍ以上を確保すること。 

 

  

本章の適用範囲 

カルバート工指針 

(H22.3) P10 
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２－３ 従来型以外のカルバート等 

表２－１に示す従来型カルバートの適用範囲外である場合や，①～⑦の各

条件を満たしていない場合には，原則として「４ 設計に関する一般事項」

に従い，カルバート要求性能が満足されることを照査することとする。な

お，その詳細については「道路土工―カルバート工指針」を参照すること。 

ただし，適用範囲を大きく異ならない範囲で従来型カルバートと同様の材

料特性や構造特性を有すると認められる場合には，慣用設計法の適用を妨げ

るものではない。 

なお，従来型カルバートの適用範囲を大きく超える大規模なカルバートに

ついては適用範囲外とする。 

 

２－４ カルバート工の基本的な考え方 

調査結果やカルバート内部空間の機能に応じて必要な内空断面，土かぶ

り，平面形状，縦断勾配を設定するとともにカルバートの構造形式及び基礎

地盤対策を選定する。 

図２－２にカルバート工に関する計画・調査・設計の流れを示す。 

カルバート工の実施に当たっては，「道路土工－カルバート工指針 １－

３ カルバートの概要」に述べてあるカルバート工の一般的特性，及びカル

バートの生じる変状・損傷等を十分に踏まえたうえで，計画・調査・設計・

施工・維持管理を適切に行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ カルバート工に関する計画・調査・設計の流れ 

カルバート工指針 

(H22.3) P12 

カルバートの必要性・設置目的の明確化（3-1） 

必要内空断面の設定（3-3-1，3-3-2） 

既存資料の調査（3-1） 
・地形，地質，土質，周辺構造物等に関する 

概略の把握 

必要十分なデータの有無 

土かぶり，平面形状，縦断勾配，施工条件の検討（3-3-1，3-3-2） 

設計条件の決定（4-1-1～4-1-6） 

構造形式及び基礎地盤対策の選定（1-3-1，3-3-1） 

従来型カルバート 
（1-3-1 により判断） 

設計 
・剛性ボックスカルバート（第５章） 
・パイプカルバート（第６章） 

設計 
（第４章に基づき，適切な方法で検討） 

施工（第７章）・維持管理（第８章）へ 

現地調査（3-2） 
・地形及び地質に関する調査 
・土質及び地盤に関する調査 

NO 

NO YES 

YES 

図内の( )は，カルバ

ート工指針の該当箇所

をさす。 
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２－５ 調査・計画 

一般にカルバートは，道路の下を横断する道路，水路などの空間を確保

するため盛土あるいは原地盤内に設けられる構造物をいう。したがって，そ

の計画に当たっては，まずカルバートが必要になる理由を明確にし，その目

的に十分対応できる計画を立てなければならない。またカルバートの設計に

当たっては，道路の計画あるいは設計の中でカルバートを単に構造物として

考えるのではなく道路の一部分であると考え，道路の設計・施工に適し，か

つ経済的に有利であるものを計画しなくてはならない。 

したがって，カルバートの計画は，下記の事項について調査・検討を行

い，それらを総合的に勘案のうえ進める。 

①必要内空断面 ⑤地形及び地質 

②平面形状 ⑥周辺構造物 

③縦断勾配 ⑦施工条件 

④土被り  

 

２－６ 構造形式の選定 

剛性ボックスカルバートを選定するに当たっては，内空断面や土被りの

ほか，設置場所の地形・地質，迂回路や周辺構造物等の施工条件等に関する

検討や工費比較などを行い，その使用目的にあった構造形式を選定する必要

がある。 

各構造形式の特徴と一般的な使用法は，以下のとおりである。 

(1) 場所打ちボックスカルバート 

現場において，鉄筋の加工・組立，コンクリートの打設・養生などを行う

もので，数か月の施工期間が必要である。任意の断面形状が施工でき，土被

り荷重等の設計荷重や縦断勾配等の現地条件に応じた設計・施工が可能であ

る。ただし，内型粋の脱型作業を考えると，比較的断面の大きい方が有利で

あり，内空断面の大きさとしては１ｍ程度以上が望ましい。また，内空幅が

大きくなる場合には，中間に隔壁を設置し二連構造とすることもある。 

(2) プレキャストボックスカルバート 

プレキャストボックスカルバートは，工場で製作された製品を現場に搬入

し設置するもので，現場施工期間を短縮することができるとともに，工場製

品であるため品質が安定している。しかし，断面が大きくなると，運搬にお

ける制約から部材を２分割，４分割など多分割化する必要がある。その場合

は現場での接合方法および接合位置について検討し，組立処理などについて

も十分注意しなければならない。 

構造的には，鉄筋コンクリート（ＲＣ）構造とポストテンション方式によ

るプレストレストコンクリート（ＰＣ）構造があり，規格化された製品の適

用できる最大土被りは，ＲＣ構造が３ｍ，ＰＣ構造は６ｍで，最大内空幅に

ついては，ＲＣ構造が 3.5ｍ，ＰＣ構造が５ｍとなっている。 

なお，構造の選定に際しては，構造の特質，経済性などの検討を行う必要

がある。 

 

 

 

カルバート工指針 

(H22.3) P30～34 

カルバート工指針 

(H22.3) P35 
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(3) 門形カルバート 

門形カルバートは，底版がなく，側壁の下端にフーチングを設置した構造

であり，現地の状況から底版の設置が困難な場合や，内空幅が大きい場合に

有利となる。ただし，他の形式のカルバードと異なり，地盤反力度が大きく

なることと，閉合断面でないため全体剛性が低く変形しやすいので，基礎地

盤の良好な場所に設置するのが一般的である。また，このような構造的理由

から，地震の影響を考慮する必要がある。 

(4) アーチカルバート 

カルバートの土被りが大きくなると，ボックスカルバートよりもアーチカ

ルバートが一般的に経済性において有利となる。施工性においては場所打ち

の場合，アーチ部分の型枠およびコンクリートの施工が難しくなるものの，

施工例は数多く見られる。従来は図２－３(a)に示す構造が多く採用されて

きているが，底版を薄くするために図２－３(b)の構造も近年採用されはじ

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 施工例１        (b) 施工例２ 

図２－３ アーチカルバートの一般的形状 

 

アーチカルバートは，鉛直土圧と水平土圧のバランスに大きく左右される

構造であることから，地盤の傾斜などによる不同沈下や，地形および盛土の

材料や施工の相違による偏土圧を生じさせないことが条件となるので，選定

に当たっては，十分な検討を行わなければならない。 

また，アーチカルバートもボックスカルバートと同様に，場所打ちアーチ

カルバートとプレキャストアーチカルバートに分けられる。プレキャストア

ーチカルトもプレキャストボックスカルバートと同様に断面が大きくなる

と，工場で上下に分割で製作され現場で組立てる構造や，ヒンジ式アーチ工

法などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

カルバート工指針 

(H22.3) P35～36 
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３ 基礎地盤対策の選定 

カルバートの基礎地盤は，カルバートの著しい沈下等を生じないよう設計す

る。そのために，カルバートの基礎形式は，カルバート頂部と裏込め部に不同

沈下が生じるのを避けるため，カルバートと周辺地盤が一体として挙動する直

接基礎とするのが望ましい。 

対策をせずに直接基礎を適用するのが困難な場合には，設置箇所の地形や地

盤条件，環境条件，施工条件，及びカルバートの構造形式等を総合的に検討

し，最適な基礎地盤対策を選定する。図３－１に選定フローの例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ ボックスカルバート基礎地盤対策選定フロー例 

 

３－１ 直接基礎 

基礎底面の処理は図３－２を標準とする。ただし，地質が砂，砂れき，岩

盤および置換え基礎の場合は，基礎材を除くものとする。 

 

図３－２ 基礎底面の処理例 

10 0

1
0

0
2

0
0

均しコンクリ ート

基礎材（ RC-40）

カルバート工指針 

(H22.3) P37,39 

地盤調査 

カルバート底面の地盤が良好である 
砂質土 Ｎ≧20，粘性土 Ｎ≧10～15， 

ｑu≧100～200kN/㎡ 

YES NO 

カルバード底面の地盤が軟弱である 

砂質土 Ｎ＜10～15 or ｑu＜400～600 kN/㎡ 

粘性土 Ｎ＜4～6，ｑu＜100kN/㎡ 

YES 

置換え工法 地盤改良※） 工法 

プレロード 
工法後に盛土を 

撤去し，ボックス
を構築することが 

可能である 

YES 

NO 

YES 

YES 

NO 

工期に余裕がある 

YES 

圧密促進工法併用 

プレロード工法 
直接基礎 

※） 

NO 

NO 

直接基礎 

ボックスの沈下を 
許容できる 

良好な地層
まで薄い 

NO 

NO 

YES 

※)杭基礎の場合もある 
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３－２ 軟弱地盤にカルバートを設置する場合 

盛土各部の沈下量を計算によって推定し，それにより上げ越し量を決め

て，施工時以降の沈下量に対応する。もしくは，プレロード工法などの対策

を行う。 

なお，その詳細については「道路土工－軟弱地盤対策工指針」を参照する

こと。 

 

３－３ 地表近くに軟弱層がある場合 

不同沈下が生じるおそれがあるので，良質での置換えや土質安定処理によ

り改良地盤を形成して，これを支持地盤とする。 

その形状は図３－３または図３－４を標準とする。ただし，(a)または(b)

の形状については，改良地盤下の地盤の支持力を照査して選定する。こうし

た改良を行った場合，盛土荷重を含む安定の検討を行うとともに，改良地盤

自体についても支持力の照査が必要である。 

地下水位が高い場合には，周辺地盤とともに，置換え材が液状化しないよ

う，注意を払う必要がある。 

 

 

 

 

 

（a）軟弱層の下に底版面積と同面積で       （b）荷重の分散を考えた方が 

支持できる地盤がある場合             妥当な場合 

図３－３ 置換え材の形状 

 

 

 

 

 

 

 

(a）軟弱層の下に底版面積と同面積     （b）荷重の分散を考えた方が 

で支持できる地盤がある場合         妥当な場合 

図３－４ 改良地盤の形状 

 

３－４ 杭基礎 

杭基礎の設計は，「道路橋示方書・同解説Ⅵ下部構造編」に準じて行う。 

 

  

カルバート工指針 

(H22.3) P37～38 

カルバート工指針 

(H22.3) P40 

薄い軟弱層

支持地盤

Bo 1
: N

1
: N

Bo

薄い軟弱層

θ＝30°

支持地盤
1
: N

1
: N θ θ

薄い軟弱層

支持地盤

Bo

薄い軟弱層

支持地盤

θ＝30°

Bo
θ θ
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３－５ 支持層が傾斜している場合やカルバートの縦断方向で極端に支持力の異な

る地盤がある場合 

支持層が傾斜している場合や，カルバートの横断方向及び縦断方向（構

造物軸方向）で極端に支持力の異なる地盤がある場合は，不同沈下を生じカ

ルバートに大きな力が作用することがあるので，図３－５及び図３－６に示

すように置換えコンクリートを施すか，硬い地盤を一部かきほぐすなどして

緩和区間を設け，地盤全体がほぼ均一な支持力を持つようにするのがよい。 

 

 

図３－５ 横断方向に地盤が変化している場合の対策 

 

 
 

図３－６ 縦断方向に地盤が変化している場合の対策 

岩盤

コ ンク リ ート

（ a） 置換えコ ンク リ ート

置換え基礎

底版下面ま で一旦盛土し て

から 掘削し て置換える

B0

B0

（ b） 置換え基礎

底版下面ま で一旦盛土し て

から 掘削し て置換える

（ b） 置換え基礎の場合

（ a） 緩和区間を設置する 場合

1： 4

通常の地盤

通常地盤の

基礎（ 基床）厚 軟弱地盤の

基礎（ 基床）厚

軟弱な土質

軟弱な土質

カルバート

緩和区間

カルバート工指針 

(H22.3) P41 
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３－６ プレローディング工法（参考） 

軟弱地盤上に基礎杭で支持されていないカルバートボックスの沈下，舗装

面でのカルバート前後の段差など種々の支障に対処するため，構造物などに

よって軟弱地盤層が受ける荷重よりも大きい荷重をあらかじめ軟弱層に加え

て圧密させ，構造物などの施工後に生じる沈下を減少させるとともに，基礎

地盤の強度増加を図る必要がある。この工法がプレローディング工法であ

る。 

 

３－６－１ プレロードの高さ及び範囲 

(1) 載荷盛土の高さ（Hpre）は，現在迄の実績では計画高（Ｈ）＋2.0ｍが一

般に用いられる。 

(2) プレロード天端幅(B)は，ボックスカルバート等ではＢ＝Ｂ1＋２Ｚまたは

最小 

Ｂ＝Ｂ1＋20ｍ程度が望ましい。 

また可能な場合には，前面に余裕幅を確保することが望ましい。 

 

 

図３－７ ボックスカルバートのプレロード 

 

３－６－２ 放置期間 

プレロードは，原則として載荷盛土終了後６ヶ月以上放置する。ただし，軟

弱層厚が10ｍ以上の場合などで動態観測結果から盛土を取除いてよいと判断さ

れる場合は放置期間を短くとってよい。 

プレローディング工法により，カルバート等を施工する場合の作業順序及び

その場合の沈下の時間的経過を，図３－８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－８ プレロードの施工順序 

 

B(m )

H(m )

P.H
2.0m

1：
1.5

〜
1：

2 .0

B 1 ： ボッ ク ス カ ルバート の 幅(m )

Hpre＝H+2.0m
B＝B1＋2ZHpre(m )

z

(最小B＝B 1＋2 0 m )

Ｚ ＝軟 弱 層厚 ( m )

B2 B2B1

プレロ ード 放置期間 (6ヶ月以上) 除去 カルバート 施工 裏込 舗装工

除去後の

沈下量 カルバート 施工後

の沈下量
舗装後の

沈下量

時間 (日)

盛
土
高

(m )

沈
下
量

(cm )

交通開放
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４ 設計に関する一般事項 

４－１ 設計の基本 

(1) カルバートの設計は，常時の作用として，死荷重，活荷重・衝撃，土圧，

水圧及び浮力等を考慮する。さらに，地震動の作用のほか，塩害の影響，

酸性土壌中での腐食等の特殊な環境により耐久性に影響する作用等，カル

バートの設置箇所等の諸条件によって適宜選定するものとする。 

地震動の作用としては，レベル１地震動及びレベル２地震動の２種類の地

震動を想定する。 

(2) カルバートの要求性能は，「第１編 道路設計 第２章 土工 ４－３ 

道路土工構造物の要求性能」に示す重要度の区分に応じて，想定する作用

に対して安全性，使用性，修復性の観点から設定する。さらに，要求性能

の設定にあたっては，対象とするカルバートに連続又は隣接する構造物等

がある場合はその要求性能や相互の構造物に及ぼす影響を考慮する。 

また，要求性能の照査は，理論的で妥当性を有する方法や実験等による検

証がなされた方法，これまでの経験・実績から妥当とみなせる方法等により

行う。 

一般的には，カルバートの要求性能は表４－１を目安とし設定する。性能

は，図４－１，図４－２にカルバートの要求性能のイメージを参考に示す。 

 

表４－１ カルバートの要求性能 

重要度 

想定する作用 
重要度１ 重要度２ 

常時の作用 性能１ 性能１ 

地震動の作用 
レベル１地震動 性能１ 性能２ 

レベル２地震動 性能２ 性能３ 

(3) これまでの経験・実績から妥当とみなせる方法として，従来型カルバート

の慣用設計法等の「道路土工－カルバート工指針」に示される方法により

設計を行う場合は，一般的に表４－１の性能を満たすと考えて差し支えな

い。 

(4) カルバートの裏込め・埋戻しには，締固めが容易で，圧縮性が小さく，透

水性があり，かつ水の浸入によっても強度の低下が少ないような安定した

材料を用い，十分に締固めを行うとともに，必要に応じて裏込め部に地下

排水溝を設置する。 

また，裏込め部に流入した雨水や湧水等をカルバート内空に流入させず，

速やかに排除するため，カルバート相互の一体性や継手部の止水性を確保す

る。 

(5) カルバートの基礎地盤は，カルバートの著しい沈下等を生じないよう設計

する。 

(6) カルバートは維持管理に配慮して，供用中の日常点検，材料の状況の調

査，補修作業等が容易に行えるような構造とする。また，必要に応じて計測

機器の設置の検討を行う。例えば，圧密沈下が生じるようなカルバートは，

計測の容易性向上のために沈下計などを設置するなどの検討を行う。 

カルバート工指針 

(H22.3) P50～51 

カルバート工指針 

(H22.3) P53 

カルバート工指針 

(H22.3) P54 

カルバート工指針 

(H22.3) P78～79 
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図４－１ カルバート（上部道路）の要求性能のイメージ 

 

  

道路土工構造物 

技術基準・同解説

(H29.3) P42 
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図４－２ カルバート（内空道路）の要求性能のイメージ 

道路土工構造物 

技術基準・同解説

(H29.3) P43 
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４－２ 地震動の作用に対する照査方法 

地震動の作用に対する照査方法としては，大きく分けて，動的照査法と静

的照査法に大別される。 

カルバートのような盛土または地盤中に設けられる地中構造物では，一般

に，カルバート周辺の盛土・地盤の慣性力や挙動が影響する。周辺の盛土・

地盤の影響の考え方として地震時土圧を考慮する手法と盛土・地盤の変位を

考慮した手法がある。 

後者については，「共同溝設計指針」や「駐車場設計施工指針」に示され

る地盤の変位を考慮した応答変位法や近年地下構造物の耐震設計への適用事

例が多い応答震度法を始めとするＦＥＭ系静的解析手法がある。 

ただし，地盤定数の設定や適用条件について，十分な検討を行うことが重

要である。 

また，性能２，性能３に対する照査で，カルバートの塑性化を考慮する場

合には，「道路橋示方書・同解説」を参考に塑性化を考慮した手法により照

査を行うのがよい。 

 

４－３ 地盤の支持力 

カルバートの支持力の検討を行う場合には，表４－２に示される許容鉛直

支持力度を使用してよい。なお，表４－２の値は常時のものであり，地震時

にはこの 1.5 倍の値としてよい。 

ただし，下記のようなカルバートの地盤の支持力については原位置試験等

により慎重に検討を行わなければならない。 

(1) 門型カルバート等の底版を有さないカルバートで規模の大きいもの 

(2) 大規模なカルバート 

(3) 特殊な構造形式のカルバート 

(4) 特殊な施工条件となるカルバート 

(5) 重機等により供用後に比べて施工時におおきな上載荷重が加わるようなカ

ルバート 

(6) ゆるい砂地盤上あるいは軟らかい粘性地盤上のカルバートで変位の制限が

厳しいカルバート 

 

表４－２ 支持地盤の種類と許容支持力度（常時値） 

支持地盤の種類 

許    容 

鉛直支持力度 

ｑa（kＮ/㎡） 

目安とする値 

一軸圧縮強度 

qu（kＮ/㎡） 
Ｎ値 

岩  盤 

亀裂の少ない均一な硬岩 

亀裂の多い硬岩 

軟岩・土丹 

1000 

600 

300 

10000 以上 

10000 以上 

1000 以上 

― 

― 
― 

礫  層 
密なもの 

密でないもの 

600 

300 

― 

― 

― 

― 

砂質地盤 
密なもの 

中位なもの 

300 

200 

― 

― 

30 ～ 50 

20 ～ 30 

粘性土地盤 
非常に堅いもの 

堅いもの 

200 

100 

200 ～ 400 

100 ～ 200 

15 ～ 30 

10 ～ 15 

 

道路土工構造物 

技術基準・同解説

(H29.3) P58～59 

カルバート工指針 

(H22.3) P74～75 
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４－４ 許容応力度 

４－４－１ 許容応力度の割増し 

温度変化の影響、地震の影響を考慮する場合の許容応力度の割増し係数を表

４－３に示す。 

 

表４－３ 許容応力度の割増し係数 

荷重の組合せ 割増し係数 

温度変化の影響を考慮する場合 1.15 

地震の影響を考慮する場合 1.50 

 

４－４－２ コンクリートの供用応力度 

鉄筋コンクリート部材におけるコンクリートの許容圧縮応力度及び許容せん

断応力度は表４－４とする。 

表４－４ コンクリートの許容圧縮応力度及び許容せん断応力度(Ｎ/mm2) 

コンクリートの設計基準 

強度（σck） 

応力度の種類 

21 24 37 30 36 40 50 

曲げ圧縮応力度 7.0 8.0 9.0 10.0 12.0 14.0 16.0 

せん断 

応力度 

コンクリートのみでせん

断力を負担する場合τa1 
0.22 0.23 0.24 0.25 0.26 0.27 0.27 

斜引張鉄筋と協働して負

担する場合τa2 
1.6 1.7 1.8 1.9 2.2 2.4 2.4 

コンクリートのみでせん断力を負担する場合の許容せん断応力とτa1は，次の

影響を考慮して補正を行う。 

① 部材断面の有効高ｄの影響 

表４－５に示す部材断面の有効高ｄに関する補正係数 Ce をτa1 に乗じ

る。 

表４－５ 部材断面の有効高ｄに関する補正係数 Ce 

有効高 d（mm） 300 以下 1,000 3,000 5,000 10,000 以上 

Ｃe 1.4 1.0 0.7 0.6 0.5 

 

② 軸方向引張鉄筋比ｐt の影響 

表４－６に示す軸方向引張鉄筋比ｐt に関する補正係数Ｃpt をτa1 に乗

じる。 

ここで，ｐt は中立軸よりも引張側にある軸方向鉄筋の断面積の総和を

bd で除して求める。 

 

表４－６ 軸方向引張鉄筋比ｐt に関する補正係数Ｃpt 

軸方向引張鉄筋比 pt（％） 0.1 0.2 0.3 0.5 1.0 以上 

Ｃpt 0.7 0.9 1.0 1.2 1.5 

 

 

カルバート工指針 

(H22.3) P82 

カルバート工指針 

(H22.3) P83 

カルバート工指針 

(H22.3) P83 
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③ 軸方向圧縮力が大きな部材の場合，式（４－１）により計算される

軸方向圧縮力による補正係数ｃNをτa1に乗じる。 

 

ｃN＝1＋ 

ここに， 

ｃN：軸方向圧縮力による補正係数 

Ｍ0：軸方向圧縮力によりコンクリートの応力度が部材引張縁で零

となる曲げモーメント（Ｎ・mm） 

 

Ｍ0＝  ・ 

Ｍ：部材断面に作用する曲げモーメント（Ｎ・mm） 

Ｎ：部材断面に作用する軸方向圧縮力（Ｎ） 

Ｉc：部材断面の図心軸に関する断面二次モーメント(mm4) 

Ａc：部材断面積（mm2） 

ｙ：部材断面の図心より部材引張縁までの距離（mm） 

 

４－４－３ 鉄筋の許容応力度 

鉄筋コンクリート部材及びプレストレスコンクリート部材における鉄筋の許

容応力度は，直径51mm以下の鉄筋に対して表４－７の値とする。 

表４－７ 鉄筋の許容応力度(Ｎ/mm2) 

鉄筋の種類 

応力度，部材の種類 

SD295A 

SD295B 
SD345 

引

張

応

力

度 

荷重組合せに衝突荷

重あるいは地震の影

響を含まない場合 

1) 一般の部材 180 180 

2) 水中あるいは地下水位

以下に設ける部材 
160 160 

荷重の組合せに衝突荷重あるいは地震の影響を含む

場合の許容応力度の基本値 
180 200 

鉄筋の重ね継手長あるいは定着長を算出する場合の

許容応力度の基本値 
180 200 

圧縮応力度 180 200 

＊一般的に，カルバートの用途に合わせて下記のように設定す

るのがよい。ただし，周辺状況や地下水位等に応じて適切に設

定すること。 

・道路用カルバートは，一般部材とし 180Ｎ/mm2 

・水路用カルバートは，水中部材とし 160Ｎ/mm2 

・道路水路併用カルバートは，頂版は一般部材とし 180Ｎ/mm2 

側壁，底版は水中部材とし 160Ｎ/mm2 

カルバート工指針 

(H22.3) P84 

カルバート工指針 

(H22.3) P89 

ただし，１≦ｃN≦２・・・・・・式（４－１） 

・・・・・・・・・・・・式（４－２） 

Ｍ0 

Ｍ 

Ｎ 

Ａ

Ｉc 

ｙ 
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４－５ 鉄筋コンクリートの構造細目 

カルバートの鉄筋コンクリート部材の構造細目の具体的な寸法，数量，方

法は「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」に準じてよい。 

また，鉄筋のかぶりは，塩害の影響を受けない地域における鉄筋の最小か

ぶりを鉄筋の直径以上，かつ，を表４－８に示す値以上とする。 

なお，工場で製作されるプレキャストコンクリート構造については，

「道示 Ⅲコンクリート橋編」に準じて 25ｍｍとしてよい。また，塩害の

影響が想定される場合は，「第２編 橋梁設計 第２章 橋梁設計 ５－１

－10 ＰＣ工法の耐久性向上について」によるものとする。 

 

表４－８ 鉄筋の最少かぶり(mm) 

部材の種類 

現場条件 
はり 柱，壁 フーチング 

大気中の場合 35 40 － 

水中及び土中の場合 － 70 70 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 鉄筋のかぶり 

 

４－６ 配筋方法 

４－６－１ 配筋仕様 

施工性を考慮し，以下のとおりとする。 

(1) 重ね継手長や調整できる鉄筋は原則として，定尺鉄筋（50 ㎝ピッチ）を

使用する。ただし，スターラップ，組立筋，ハンチ筋はこの限りではない。

また，鉄筋のフック長による調整は，鉄筋の加工作業を煩雑にさせるため行

わないのがよい。 

(2) 頂版，底版および側壁の配力鉄筋は主鉄筋の外側に配置する。ただし，土

留め壁との間隔が狭い場合や，鉄筋を組む前に型枠を設置する場合には，配

筋の順序を考慮し，決めなければならない。 

 

４－６－２ 配筋規定 

(1) 主鉄筋の鉄筋径と配筋間隔は，表４－９の組み合わせを標準とする。な

お，鉄筋本数の低減を目的とし，応力度や鉄筋の定着などに支障のない限り

配筋間隔を 250 ㎜とすることが望ましい。 

(2) 主鉄筋と配力鉄筋の関係は，表４－10 の組み合わせを標準とする。な

お，圧縮鉄筋および配力鉄筋などの部材設計から算出できない鉄筋につい

ては，引張側主鉄筋または軸方向鉄筋の１/６以上の鉄筋量を配置する。 

道示Ⅳ 

(H24.3) P187 

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

ボックスカルバート編 

(H11.11) P32～33 

中間帯鉄筋

帯鉄筋

ここ に、 i ： かぶり

i

i

カルバート工指針 

(H22.3) P122 

カルバート工指針 

(H22.3) P151 
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(3) 重ね継手長は以下の式により求めた値以上とする。  

ｌa＝σsa/（4×τoa）×φ ・・・・・式（４－３） 

ここに， 

la ：重ね継手長（10mm 単位に切上げ）mm(cm) 

σsa ：鉄筋の重ね継手長を算出する際の許容引張応力度：200(Ｎ/mm2) 

τoa：コンクリートの許容付着応力度：1.6(Ｎ/mm2) 

φ：鉄筋の直径 mm(cm)  

エポキシ樹脂塗装鉄筋を使用する場合は，「エポキシ樹脂塗装鉄筋を用い

る鉄筋コンクリートの設計施工指針」（土木学会 H15.11）を参考にするとよ

い。 

(4) 鉄筋の定尺長は，Ｌmax＝12.0ｍとする。 

(5) カルバート外周鉄筋の重ね継手は，一断面に集中（イモ継ぎ）させないよ

うに，重ねた鉄筋の端部どうしを鉄筋直径の 25 倍程度ずらすのが望まし

い。ただし，これによって重ねた鉄筋の端部が応力レベルの高い（一般に

は頂版上面または底版下面からカルバート全高の１/４程度の偶角部の範囲

を避ける）箇所となる場合にはその限りではない。 

(6) ラーメン偶角部における鉄筋中心の曲げ半径は，鉄筋直径の 10.5 倍の値

を 10 ㎜単位に切り上げる。 

 

表４－９ 主鉄筋の鉄筋径と配筋間隔の組み合わせ 

 

 

 

 

 

 

表４－10 主鉄筋と配力鉄筋の組み合わせ 

主鉄筋 

配筋間隔 

D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 D22 D25 D29 D32 

250mm 125mm 

D13ctc250mm ○ ○ ○ ○ ○ ○      

D16ctc250mm       ○ ○ ○   

D19ctc250mm          ○ ○ 

カルバート外周鉄筋の重ね継手位置を応力レベルの高い箇所とならない

ようにしたのは，重ね継手による鉄筋を応力レベルの高い偶角部付近で定着

すると，コンクリートに鉄筋の端部からひび割れが発生する恐れがあり，そ

れを避けることを優先したものである。 

  

径 

配筋間隔 
D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 

125mm    ○ ○ ○ ○ 

250mm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

エポキシ樹脂塗装鉄筋

を用いる鉄筋コンクリ

ートの設計施工指針 

(H22.7) P7 

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

ボックスカルバート編 

(H11.11) P82 

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

ボックスカルバート編 

(H11.11) P82 

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

擁壁編 

(H11.11) P25 

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

擁壁編 

(H11.11) P42 
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図４－４ 鉄筋定着を避ける範囲 

 

４－６－３ ハンチの省略 

下側ハンチは設けない。側壁下端と底版端部において，ハンチ無しの影響を

考慮してコンクリートの曲げ圧縮応力度が許容応力度の３/４程度となる部材厚

にする。 

 

４－７ 耐久性の検討 

４－７－１ 塩害に対する検討 

表４－11に示す地域における剛性ボックスカルバートにおいては，十分なか

ぶりを確保するなどの対策を行うことにより，塩害により所要の耐久性が損な

われないものとみなしてよい。 

 

表４－11 塩害の影響地域 

地域 
区分 

地域 海岸線からの距離 

塩害の影響度合いと 
対策区分 

対策 
区分 

影響度合い 

Ａ 沖縄県 

海上部及び海岸線から 100ｍまで S 影響が激しい 

100ｍを超えて 300ｍまで Ⅰ 
影響を受ける 

上記以外の範囲 Ⅱ 

Ｂ 

図４－５
及び表４
－12に示
す地域 

海上部及び海岸線から 100ｍまで S 影響が激しい 

100ｍを超えて 300ｍまで Ⅰ 

影響を受ける 300ｍを超えて 500ｍまで Ⅱ 

500ｍを超えて 700ｍまで Ⅲ 

Ｃ 
上記以外
の地域 

海上部及び海岸線から 20ｍまで S 影響が激しい 

20ｍを超えて 50ｍまで Ⅰ 

影響を受ける 50ｍを超えて 100ｍまで Ⅱ 

100ｍを超えて 200ｍまで Ⅲ 

 

  

土木構造物設計 

マニュアル（案） 

ボックスカルバート編 

(H11.11) P28 

カルバート工指針 

(H22.3) P119～120 

道示Ⅳ 

(H24.3) P180 

H
0

H
0

4

この間での定着は避けるのが望まし い
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図４－５ 塩害の影響の度合いの地域区分 

 

表４－12 地域区分Ｂとする地域 

 

 

 

 

 

 

４－７－２ 塩害の影響を考慮したかぶり 

十分なかぶりを確保するなどの対策の詳細は「道路橋示方書・同解説 Ⅲコン

クリート橋編，Ⅳ下部構造編」を参照すること。「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下

部構造編」におけるかぶりの最小値を表４－13に示す。 

表４－13 塩害の影響による最少かぶり(mm) 

部材の種類 

はり，柱，壁 

影 響 が 激 し い S 90※ 

影 響 を 受 け る 

Ⅰ 90 

Ⅱ 70 

Ⅲ 50 

※）塗装鉄筋，コンクリート塗装等を併用 

ただし，水中又は土中にある部材のかぶりは表４－８による。 

 

  

北海道のうち，宗谷総合振興局の稚内市・猿払村・豊冨町・礼文町・利尻町・利

尻富士町・幌延町，留萌振興局，石狩振興局，後志総合振興局，檜山振興局，渡島総

合振興局の松前町・八雲町（旧熊石町の地区に限る。） 

青森県のうち，今別町，外ヶ浜町（東津軽郡），北津軽郡，西津軽郡，五所川原市

（旧市浦村の地区に限る。），むつ市（旧脇野沢村の地区に限る。）つがる市，大間

町，佐井村，秋田県，山形県，新潟市，富山県，石川県，福井県 

塩害の 
影響の度合い 対策区分 

カルバート工指針 

(H22.3) P119～121 

道示Ⅳ 

(H24.3) P179 
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５ 剛性カルバートの設計 

５－１ 従来型剛性ボックスカルバートの設計 

５－１－１ 設計断面 

剛性ボックスカルバートの設計は，横断方向，縦断方向（構造物軸方向）に

ついて行う。ただし，基礎地盤が良好であり，継手間隔が10～15ｍ以下で横断

方向の主鉄筋に見合う配力鉄筋を配置した場合には，縦断方向の検討を省略し

てよい。 

継手間隔が15ｍ以上となる場合や，下記に示す条件に該当する場合は，縦断

方向の検討を行わなければならない。 

(1) カルバートの縦断方向に荷重が大きく変化する場合。 

(2) 基礎地盤が軟弱で，カルバートの縦断方向に不同沈下が生じる可能性が高

い場合。 

(3) カルバートの縦断方向に沿って地盤条件が急変する場合。 

 

５－１－２ 土かぶり 

(1) ボックスカルバートの土かぶり厚は，車道下で舗装厚以上又は 50cm 程度

以上が得られるように当初から計画しておくことが望ましい。 

(2) カルバート上の土かぶりが変化する場合（図５－１）その差が著しく変化

する以外は，大きい方の土かぶりによって決定される断面を全体に用いてよ

い。ただし，継手を設ける場合等連続性がない場合において不経済となる場

合には，部材厚は同一とし鉄筋量で調整する方法としてもよい。 

 

 

 

 

図５－１ 土かぶりの変化 

  

カルバート工指針 

(H22.3) P91～92 

カルバート工指針 

(H22.3) P92 
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５－１－３ 照査項目 

剛性ボックスカルバートの照査項目を表５－１示す。照査の具体的な内容

は，「道路土工－カルバート工指針」を参照するものとする。 

 

表５－１ 剛性ボックスカルバートの照査項目 

構成要素 照査項目 照査手法 

従来型剛性ボックス 

カルバートの照査項目注） 
摘要 

ボックス 

カルバート 

門形 

カルバート 

アーチ 

カルバート 

カルバー

ト及び基

礎地盤 

変形 変形照査 △ △ △ 
基礎地盤に問題がない場合には

省略可 

安定性 
安定照査・

支持力照査 
△ 〇 △ 

門形カルバート以外の従来型剛

性ボックスカルバートで基礎地

盤に問題がない場合には省略可 

カルバー

トを構成

する部材 

強度 
断面力 

照 査 
〇 〇 〇 

門形カルバート以外の従来型剛

性ボックスカルバートでは地震

動の作用に対する照査は省略可 

継手 変位 変位照査 × × × 
カルバート工指針に示す継手構

造を採用した従来型剛性カルバ

ートでは省略可 

注）〇：実施する 

  △：条件により省略可 

×：一般に省略可 

 

５－２ 設計に用いる荷重 

剛性ボックスカルバートの設計に用いる荷重の種類を表５－２に示す。 

詳細については「道路土工―カルバート工指針」を参照するものとする。 

表５－２ 剛性ボックスカルバートの設計に用いる荷重 

 

 

荷重 

剛性ボックスカルバート 

ボックス 

カルバート 

アーチ 

カルバート 

門形 

カルバート 

主荷重 

死荷重 
カルバート構成部材の重量 〇 〇 〇 

カルバート内の水の重量 △ △ × 

活荷重 

カルバート上の活荷重 〇 〇 〇 

カルバート内の活荷重 △ △ △ 

衝撃 〇 〇 〇 

土圧 

鉛直土圧 〇 〇 〇 

水平土圧 〇 〇 〇 

活荷重による土圧 〇 〇 〇 

水圧 △ △ △ 

浮力 △ △ × 

コンクリートの乾燥収縮の影響 × × △ 

従荷重 
温度変化の影響 △ △ △ 

地震の影響 △ △ 〇 

主荷重に相当 

する特殊荷重 
地盤変位の影響 × × × 

 注）〇：必ず考慮する必要がある 

   △：その荷重による影響が特にある場合を除いて，一般には考慮する必要のない荷重 

×：考慮する必要のない荷重 

カルバート工指針 

(H22.3) P93 

カルバート工指針 

(H22.3) P96 
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５－３ 土圧 

土圧には，カルバート上載土や側方の土の重量による土圧及び活荷重によ

る土圧がある。 

(1) 鉛直土圧 

カルバート上載土の重量により，カルバート上面に作用する鉛直土圧 

Ｐｖｄ（図５－２）は，式（５－１）によって算出される値とする。 

 

Ｐｖｄ＝α×γ×ｈ （ｋＮ/㎡）・・・・・式（５－１） 

ここに，Ｐｖｄ：カルバート上載土の重量による鉛直土圧（ｋＮ/㎡） 

α：鉛直土圧係数で表５－３による。 

γ：カルバート上部の土の単位体積重量。（ｋＮ/ｍ3） 

ｈ：カルバートの土かぶり（ｍ） 

 

図５－２ 土の重量による鉛直土圧 

表５－３ 鉛直土圧係数 

条  件 鉛直土圧係数α 

次の条件のいずれかに該当する場合 
 
・良好な地盤上（置換え基礎も含む）に設置する直接基礎

のカルバートで，土かぶりが 10ｍ以上でかつ内空高が 

３ｍを超える場合 
 
・杭基礎等で盛土の沈下にカルバートが抵抗する場合注 1） 

h/B0＜1 1.0 

1≦h/B0＜2 1.2 

2≦h/B0＜3 1.35 

3≦h/B0＜4 1.5 

4≦h/B0 1.6 

上記以外の場合注 2) 1.0 

注１）セメント安定処理のような剛性の高い地盤改良をカルバート外幅程度に行う場合もこれに含む。 

注２）盛土の沈下とともにカルバートが沈下する場合で軟弱地盤上に設置する場合も含む。 

※地盤改良の場合，沈下を許容する場合には，α＝1.0 とする。 

 

(2) 水平土圧 

カルバート側方の土による水平土圧上載土の重量により，カルバート上面

に作用する鉛直土圧Ｐhｄ（図５－３）は，下式によって算出される値とする。 

 

Ｐｈｄ＝Ｋ０×γ×ｚ （ｋＮ/㎡）・・・・・式（５－２） 

ここに，Ｐｈｄ：カルバート側方の土による水平土圧（ｋＮ/㎡） 

Ｋ０：静止土圧係数で通常の砂質土や粘性土（ｗＬ＜50％）に

対しては，0.5 と考えてよい。 

ｚ：地表面より任意点までの深さ（ｍ）  

Bo

h Pvd

カルバート工指針 

(H22.3) P97 

カルバート工指針 

(H22.3) P101 

カルバート工指針 

(H22.3) P98 



 

1－6－24 

 

 

図５－３ 側方の土の重量による水平土圧 

 

５－４ 活荷重 

自動車はボックスカルバート縦方向（道路横断方向）には制限なく載荷さ

せる。したがって，ボックスカルバート縦方向単位長さ当たりの荷重は，Ｔ

－25 荷重の場合では次のようになる。 

 

後輪：Ｐℓ1 ＝           ×（１＋衝撃係数）・・・・式（５－３） 

 

 

         ＝     ×（１＋ⅰ）（ｋＮ/ｍ） 

 

 

前輪：Ｐℓ2 ＝      ×（１＋ⅰ）（ｋＮ/ｍ）・・・・・式（５－４） 

 

なお，この場合の衝撃係数ｉは，表５－４の値とする。 

 

表５－４  衝撃係数ｉ 

土かぶり（ｈ１） 4.0ｍ未満 4.0ｍ以上 

衝撃係数 0.3 0 

 

また，活荷重の分布は図５－４に示すように接地幅 

0.2ｍで支間方向にのみ 45°に分布するものとする。 

したがって，ボックスカルバート上面に作用する 

活荷重による鉛直荷重Ｐvℓは次式によって計算する。 

 

(1) 土かぶり 4.0ｍ未満の場合の活荷重による鉛直荷重 

 

Ｐvℓ1 ＝     ＝      （ｋＮ/㎡）・・・・・式（５－５） 

 

ここに，Ｐvℓ1：後輪荷重による鉛直荷重（ｋＮ/㎡） 

Ｗ１：後輪荷重の分布幅（ｍ） 

β：断面力の低減係数で表５－５による。 

Phd

Z

２×後輪荷重（kN） 

車両占有面積（㎡） 

図５－４ 活荷重 

（前輪の影響がない場合） 

２×100 

2.75 

２×25 

2.75 

Ｐℓ1×β 

Ｗ1 

Ｐℓ1×β 

２hi＋0.2 

カルバート工指針 

(H22.3) P101 

カルバート工指針 

(H22.3) P62～63 

カルバート工指針 

(H22.3) P101～103 
45° 45°

0.2m

P vｌ

h

Ｗ1

B

Bo
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表５－５ 断面力の低減係数 

 

 

土被りｈ≦１ｍかつ 

内空幅Ｂ＞４ｍの場合 
左記以外の場合 

β 1.0 0.9 

 

(2) 土かぶり 4.0ｍ未満の場合の活荷重による鉛直荷重（前輪の影響を考慮す

る場合） 

この場合，後輪荷重Ｐℓ1の載荷位置は支間中央とし，前輪荷重Ｐℓ2による分

布荷重のボックスカルバートにかかる部分を載荷する（図５－５）。 

 

載荷幅Ｗ２ は 

          

Ｗ２ ＝   ＋ ｈ － 5.9（ｍ）・・・・・式（５－６） 

 

後輪による鉛直荷重Ｐvℓ2 は 

 

Ｐvℓ2 ＝      （ｋＮ/㎡）・・・・・式（５－７） 

 

となる。 

また，Ｗ３の部分による影響は，水平荷重（Ｐh’＝ Ｐvℓ2・Ｋ０）として考

慮する。 

 

 ここに，Ｐvℓ2：前輪荷重による鉛直荷重（ｋＮ/㎡） 

Ｗ２：後輪荷重の分布幅（載荷部分）(ｍ) 

Ｗ３：後輪荷重の分布幅（非載荷部分）(ｍ) 

 

 

 

 

(3) 土かぶり 4.0ｍ以上の場合の活荷重による鉛直荷重 

土かぶり 4.0ｍ以上の場合には，鉛直方向活荷重として頂版上面に一様に

10ｋＮ/㎡の荷重を考えるものとする。 

6 mP

h

ℓ 1

W1

0

B

Pvℓ 1

Pvℓ 2

Pℓ 2

B

W1

W2 W3

Ｂ0 

２ 

 Ｐℓ2 

 Ｗ２＋Ｗ３ 

図５－５ 活荷重 

（前輪の影響を考える場合） 

カルバート工指針 

(H22.3) P101～102 

カルバート工指針 

(H22.3) P103 
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５－５ 荷重の組合せ 

ボックスカルバートの断面力の計算に用いる荷重の組合せは，以下によっ

てもよい。なお，以下に示す荷重の組合せは，前輪の影響を無視した場合で

ある。 

(1) 土かぶり 4.Oｍ未満の場合 

土かぶり 4.0ｍ未満の場合は，図５－６に示す（a）,（b）の２通りの組

合せについて計算を行い，求まった各点の曲げモーメントおよびせん断力

のうち，大きな曲げモーメントおよびせん断力で断面計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－６ 荷重の組合せ（土かぶり 4.0ｍ未満） 

 

ここに，ｗｄ１：頂版に作用する死荷重（ｋＮ/㎡） 

ｗｄ１＝Ｐｖｄ＋ｗｔ１ 

Ｐｖｄ：カルバート上載土による鉛直土圧（ｋＮ/㎡） 

ｗｔ１：頂版死荷重（kN/㎡） 

Ｐｖℓ1，Ｐｖℓ2 ：頂版に作用する活荷重による鉛直土圧（ｋＮ/㎡） 

Ｐｖ２：底盤に作用する反力（ｋＮ/㎡） 

Ｐｈｄ：カルバート側方の土による水平土圧（ｋＮ/㎡） 

10Ｋ０：活荷重による水平土圧（ｋＮ/㎡） 

(2) 土かぶり 4.Oｍ以上の場合 

土かぶり 4.0ｍ以上の場合には，図５－７の荷重の組合せで断面計算を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－７ 荷重の組合せ（土かぶり 4.0ｍ以上） 

(a)頂底版の断面力が最大
となる場合 

(b)側壁の断面力が最大と
なる場合 

カルバート工指針 

(H22.3) P111～112 

10kN/㎡ 10kN/㎡

ｗｄ１

ｗｄ１

B0

10 K0 1 0 K0

H
0

Ｐhｄ
Ｐhｄ

Ｐhｄ

Ｐhｄ

Ｐv 2
Ｐv 2

Ｐvℓ 1

Ｐℓ 1 Ｐℓ 2

B0

H
0

Ｐvℓ 2

ｗｄ１

B0

1 0K010K0

H
0

Ｐ hｄＰ hｄ

Ｐ v 2

10kN/㎡

10kN/㎡



 

1－6－27 

 

ここに，ｗｄ１：頂版に作用する死荷重（ｋＮ/㎡） 

ｗｄ１＝Ｐｖｄ＋ｗｔ１ 

Ｐｖｄ：カルバート上載土による鉛直土圧（ｋＮ/㎡） 

ｗｔ１：頂版死荷重（ｋＮ/㎡） 

Ｐｖ２：底盤に作用する反力（ｋＮ/㎡） 

Ｐｈｄ：カルバート側方の土による水平土圧（ｋＮ/㎡） 

10Ｋ０：活荷重による水平土圧（ｋＮ/㎡） 

 

５－６ 地震の影響 

地震の影響として，次のものを考慮するものとする。 

(1) カルバートの自重に起因する地震時慣性力 

(2) 地震時土圧 

(3) 地震時の周辺地盤の変位または変形 

(4) 地盤の液状化の影響 

カルバートの地震動の作用に対する照査において考慮する地震の影響の

種類は地盤条件，構造条件，解析モデルに応じて適切に選定するものとする。 

 

① カルバートの自重に起因する地震時慣性力について 

慣性力は水平方向のみ考慮し，一般に鉛直方向の慣性力の影響は考慮し

なくてよい。 

設計水平震度の値については，地震動レベル，構造形式，カルバートの

設置位置の諸条件に応じて適切に設定する。 

動的解析により照査を行う場合には時刻歴で与得られる入力地震動が

必要なる場合，「道路橋示方書・同解析 Ⅴ耐震設計編」を参照すること。 

② 地震時土圧について 

地震時土圧の大きさは構造物の種類，土質条件，設計地震動のレベル，

地盤の動的挙動を考慮して適切に設定するものとする。 

一般には，地震時土圧は，「道路橋示方書・同解析 Ⅴ耐震設計編」に

示される地震時土圧を参考に設定してよい。 

③ 地震時の周辺地盤の変位または変形について 

地震動による作用を地震時の周辺地盤の変位または変形として与える

場合には，地震動レベル，地盤条件，解析方法に応じてその影響を適切に

設定する。 

その詳細については，「共同溝設計指針」や「駐車場設計施工指針」等

を参照すること。 

④ 地盤の液状化の影響について 

カルバートが地下水位以下に埋設される場合で周辺地盤が液状化する

可能性がある場合には，過剰間隙水圧による浮力を考慮して浮上がりに

対するカルバートの安定性を検討する。周辺地盤の液状化の可能性の判

定は，「道路土工－軟弱地盤対策工指針」に従えばよい。 

 

 

  

カルバート工指針 

(H22.3) P68 
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６ 内空断面 

カルバートの内空断面の決定に際しては，次の条件を満足しなければならな

い。 

 

６－１ 道路用カルバート 

(1) 所要の建築限界以上の空間を確保すること。 

舗装および排水工などを施工した後に，その道路の所要の建築限界を満足

する空間を確保することが必要である。また，補修（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）等を考慮し，

20cm 程度余裕をとっておくこと。 

(2) 埋設管などの設置空間を確保すること。 

照明，通信などの添架物や上・下水道などの埋設管を設置する必要がある

場合は，それらの設置空間が必要となる。 

(3) 歩行者および自転車の通行を対象とする場合 

① 幅員 

幅員は設計歩行者数に応じ，表６の値を標準とする。自転車の通行を考

慮する場合は，表６の値に 0.3ｍを加えた値を標準とする。ただし，地形

の状況その他特別の理由によりやむを得ない場合は別途考慮するものと

する。 

② 内空高等 

地下道の内空高は路面から天井までのクリヤーを言い，2.5ｍとする。 

その他各部寸法は図６－１に示す値を標準とする。 

 

表６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来の交通量を考慮した値を採用すること 

図６－１ 

 

 (4) 車両の通行を対象とする場合 

「第１編 道路設計 第１章 道路設計 １－７－３ 交差道路」による

こととする。 

幅員

（ｍ） 

設計歩行者数 

（人/分） 

2.50 

3.25 

4.00 

4.75 

5.50 

80 未満 

80 以上 120 未満 

120 〃 160 〃 

160 〃 200 〃 

200 〃 240 〃 

a=0.3m 

b=0.1m 

D=0.05m 

カルバート工指針 

(H22.3) P30 

九地整運用 
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６－２ 水路用カルバート 

(1) 計画流量を安全に通水しうる断面であること。 

カルバートの計画流量は，「道路土工要綱共通編 第２章排水」または管

理者の定めた設計計算法によって計算するものとする。 

(2) 内空高さは，所要の余裕高を確保すること。 

内空高さは，カルバートの設置地点，種類，形状寸法および水路の性状な

どにより，管理者の定めた余裕高を確保するように決定しなければならない。

また，カルバートの通水断面は，「道路土工要綱共通編 第２章排水」また

は管理者の定めた設計計算法によって計算するものとする。 

清掃その他の保守点検のため，人が入る必要のある場合は，1.8ｍ以上の内

空高を確保することが望ましい。 

延長が短いことなどから，人が入る必要のない場合であっても，沈泥など

により予想される断面減少分を考慮して，60 ㎝以上の内空高を確保するのが

望ましい。 

 

６－３ 軟弱地盤上のカルバート 

軟弱地盤上にカルバートを構築する場合は，構築後の沈下に対処できる余

裕を確保することが望ましい。 

軟弱地盤にカルバートを構築する場合には，杭基礎などによりカルバート

の沈下を抑えるものを除き，カルバートの沈下が生じる。 

この沈下に対処するには一般に上げ越し施工が行われる。上げ越し量の設

定にあたっては，十分な調査，検討を行って決定しなければならないが，機

能的に支障が生じてはならないようなカルバートでは，沈下が生じてもある

程度対処できるよう断面の余裕を確保するのが望ましい。図６－２に断面の

余裕を確保する例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－２ 断面の余裕確保による沈下対策 

 

 

 

  

カルバート工指針 

(H22.3) P31～32 

カルバート工指針 

(H22.3) P32～33 
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７ 構造細目 

７－１ 継手 

(1) 継手の位置 

① 一般的な継手位置を示すと図７－１のようになる。なお，斜角のあ

るボックスカルバートにおける伸縮継手の方向は図７－１（a）に示す

ように原則として側壁に直角とする。また，土被りの小さい場合は，

図７－１（b）に示すように中央分離帯の位置に設けるのがよい。 

② 伸縮目地の間隔は 10～15ｍ程度とする。 

③ 伸縮目地の間隔を 15ｍ以上とする場合は縦方向の検討をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）土被りが１ｍを超える場合     （b）土被りが１ｍ以下の場合 

図７－１ ボックスカルバートの継手の位置と方向 

 

(2) 継手の構造 

① 継手の構造は図７－２に示すようなものが用いられており，施工条

件によって表７のように組合わされている。 

ア カルバートが強固な地盤に支持され，沈下のない場合はⅠ型（止水

板－Ａ）を用いる。 

イ カルバートが良好な基礎の上に支持されているが，沈下が極めて

小さいと予想される場合はⅠ型（止水板－Ｂ）を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－２ 継手の構造の例 

カルバート工指針 

(H22.3) P131～133 
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表７ 継手構造の組合せ 

適用箇所 頂版 側壁 底版 

通常の場合 Ⅰ 型 Ⅰ 型 
Ⅰ 型 

（Ⅲ 型）注） 

上げ越しを行う場合 Ⅱ－Ａ型 Ⅱ－Ｂ型 Ⅲ型 

注）（ ）は土被りが１ｍ以下の場合，また段落ち防止枕を設けない場合 

 

② ボックスカルバートはなるべく伸縮継手間のコンクリートを１日で

打設するのが望ましいが，形状寸法が大きい場合はどうしても施工目

地を入れなければならない場合がある。このような場合の施工目地は

図７－３を標準とする。 

また，継手位置の段落ちを防止する目的で，原則として枕を設ける。た

だし，底版下面が岩盤の場合や杭基礎とした場合は，段落ち防止枕は設け

ない。その標準を図７－４に示す。なお，枕の配筋はボックスカルバート

底版の配筋量以上（cm2/㎡）を，軸方向，軸直角方向に等量に配筋すれば

よい。 

 

 

 

 

 

 

図７－３ 施工目地 

 

 

 

 

 

 

(a) 断面図            (b) 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 内空寸法と枕の長さの関係 

 

図７－４ 段落ち防止用枕 

カルバート工指針 

(H22.3) P132 
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７－２ 地覆およびウイング 

７－２－１ 地覆の形状 

(1) 土被りのない場合 

地覆の幅は路肩構造物（防護柵等）の設置に必要な幅をとる。ただし，ウ

イングの厚さ以下となってはならない。また構造上地覆の高さが高くなり，

設計計算上から厚さが決定される場合は，カルバート本体の頂版厚より厚く

なる高さをとってはならない。 

(2) 盛土の途中からカルバートが出る場合は，地覆高さの標準は 30 ㎝とし，

幅はウイングの幅と同一とするが，最低幅については 50 ㎝を標準とする。 

(3) 一般的な地覆の形状を図７－５に示す。 

 

 

図７－５ 一般的な地覆の形状 

 

７－２－２ ウイングの形状 

(1) ウイングの形状は原則としてパラレルウイングとする。 

(2) ウイングの構造寸法は図７－６を標準とする。 

保護路肩端

保護路肩端

舗装面

（ 注） 地覆幅は , 前後の構造物に合わす。

標準 50cm

標準 50cm

標
準

3
0

cm

標
準

3
0
cm

標準 50cm

ウ イ ング主筋と 同径

ウ イ ング幅 B

ウ イ ング幅

カルバート工指針 

(H22.3) P135 
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図７－６ ウィングの形状寸法 

 

７－２－３ パラレルウイングの計算 

ウイングの計算方法及び図表は土木構造物標準設計第１巻を参照する。 

 

７－２－４ ウイング配筋 

(1) ウイングと躯体の取り付け部は原則として下図のように配筋する。 

 

 

 

 

 

 

 

図７－７ ウィング取り付け部の配筋 

 

(2) ウイングの厚さは変化させない。 

(3) ウイングの長さは，その厚さが本体側壁の厚さ以上にならないように決定

する。 

(4) ウイングが長くなりボックスカルバート本体に影響を与えることが予想さ

れる場合には，ブロック積みの併用を考慮する。 

  

30 ㎝

（a）　盛土の途中から出る場合

1m

30 ㎝

30 ㎝以上

70 ㎝

1：
n

50 ㎝

（b）路面とウイング天端が一致する場合 （c）翼壁石積の場合

1m

30 ㎝以上

舗装面

70 ㎝

1：
n50 ㎝

1：
n

50 ㎝

カルバート工指針 
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７－３ 止水壁 

水路用ボックスカルバートの場合は，下流端に洗掘防止のための止水壁を

設ける。止水壁の深さは図７－８に示す取付け水路の護岸の根入れｈ以上を

標準とする。 

 

図７－８ 止水壁 

 

７－４ 既設ボックスカルバート継足部の継手構造（参考） 

既設ボックスカルバート継足部の継手構造は，下図を参考に主務課と協議

を行い，継ぎ手方法を決定する。 

 

図７－９ ａ部詳細図（参考） 

30 ㎝以上
h：取り付け水路の護岸の根入れ

止水壁 h以上 h

流向

ボックス縦方向断面図

（“a”部詳細図）

“a”

旧コ ンク リ ート

（ 既設ボッ ク ス カルバート ）
目地材（ 瀝青繊維質） t＝20

削孔工

モルタ ル充填

ウ イ ング等

防水シート

c＝32　 w ＝500
250

VP 管　 φ40　 ℓ ＝500

新コ ンク リ ート
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0
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0

0
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0
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設
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プラ イ マー塗布
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T

アンカー筋　 D29　 ℓ ＝1.00m
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カルバート工指針 
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図７－10 継目工詳細図（参考） 

 

７－５ 軟弱地盤用段差継手 

軟弱地盤上に設置するボックスカルバートで土かぶりが薄い場合には，端

部ブロックがウイングの死荷重およびウイングの作用土圧により回転して，

外側が大きく沈下し易い。これを防止するために側壁の継手部に段差を設け

て，中央ブロックの重量が端部ブロックに加わるようにする必要がある場合

がある。図７－11 にその参考例を示す。 

 

図７－11 段差継手の例 

 

目地材
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カルバート工指針 
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８ 背面の設計（参考） 

８－１ 裏込め工 

裏込め工の施工には盛土との同時進行，裏込めの先行，及び裏込めの後

施工があるが，土被りが１ｍ以下（路床面と頂版上面間とする）で背面の盛

土の沈下により路面の不陸が考えられる場合，盛土においては，裏込め工を

先行して施工するのが望ましい。ただし，裏込め工が先行できない場合は同

時に立ち上げるのが良い。（図８－１） 

裏込め工の材料は購入土等の良質材とする。 

 
 

図８－１ 裏込工の施工例 
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８－２ 排水工 

カルバートの裏込め部は，雨水や湧水等を速やかに排除する構造となる

よう設計する。そのため，盛土における構造物の裏込め部あるいは，切土に

おける埋戻し部には，良質の材料を使用し，十分な排水を考慮して入念な施

工を行わなければならない。 

盛境や沢部に設置されたカルバートでは，図８－２に示すように，地下排

水溝等を十分に設置し，排水を行うことが望ましい。 

供用後の裏込め部沈下の原因は，裏込め部の含水比上昇による場合が多

い。特に，切盛境や沢部に設置されたカルバートについては，上記のように

配慮することとした。 

なお，この場合地下排水溝の流末について考慮すること。 

また，通常，フィルターの設置は不要であるが，盛土材によってはフィル

ターの設置を考えること。 

 

図８－２ ボックスカルバートの裏込め排水工の例 

 

傾斜地や沢部等で湧水が多い箇所に設置されるカルバートでは，地下は排

水溝に加えて透水性が高い粗砂，切込砕石等を用いたフィルター層を設置す

ることが望ましい。裏込め排水工の例を図８－３に示す。 

 

 
図８－３ 湧水が多い場合のボックスカルバート裏込め排水工の例 
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８－３ 踏掛版 

(1) 踏掛版の設置 

① 下記のア～ウの３条件を全て満足する場合に踏掛版を設置する。

（図８－４）なお，下記３条件を全て満足しても，函渠が直接基礎の

場合に限り，盛土完了後，舗装施工まで長期間自然転圧が行われ，沈

下が極めて少ないと判断される場合や特別な沈下対策を行う場合は設

置しなくてもよい。 

ア Ｗ≧３ｍ 

イ ｈ１（最小値）≦１ｍ 

ウ ｈ２≧３ｍ 

② 踏掛版を設置する場合は，函梁本体に踏掛版の反力を考慮する。な

お，プレキャスト製品などで設置できない場合は，裏込材は，良質土

またはセメント系改良を用い，沈下の生じないようにする。 

③ その他，踏掛版の設置については，「第２編 橋梁設計 第１章 

橋梁計画 ４－４－４ 踏掛版」によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

図８－４ ボックスカルバートの踏掛版の設置 

 

(2) 踏掛版の設計法 

構造細目は，「第２編 橋梁設計 第１章 橋梁計画 ４－４－４ 踏掛

版」による。 
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９ 傾斜のつくボックスカルバート 

原則として斜角はつけないものとするが，やむを得ず斜角をつける場合でも

５度ラウンドとすることが望ましい。 

道路または水路の管理者の条件や地域住民の条件，避けがたい物件の存在な

どにより，やむを得ず斜角をつけなければならない場合がある。このようなボ

ックスカルバートの設計は，「道路土工－カルバート工指針」を参照された

い。 

角度αが表９に示す値以上の場合は，ボックスカルバート両端部は，道路中

心線の方向と平行とし，図９－１(ａ)，それ以外の場合は図９－１(ｂ)のよう

な形状とする。 

※斜角のつくボックスカルバート 

斜角のついたボックスカルバートの端部は斜め方向を支間として設計する。 

 

 

表９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「道路土工－カルバート工指針」では，「端部三角部分の鉄筋量は，斜め方

向を支間と考えて計算し検証しておかなければならない」と規定されているた

め，必ず斜め方向を支間と考えて計算し検証をすること。 

なお，函渠端部がバチ型の場合は，上記と同様のことから最大支間で設計す

ること。また，斜角が小さく，特に杭基礎とする場合や，軟弱地盤上に設ける

場合には，回転移動を起こすおそれがあるので，偏土圧や地盤の側方流動につ

いて検討を行っておくことが望ましい。斜角が小さい場合とは，軟弱地盤の場

合θ≧70°またはＬo/Ｌ≧0.5 とし，普通地盤の場合θ≧60°またはＬo/Ｌ≧

0.5 とする。 

 

 

図９－２ 計算断面位置 

 

A

A
標 準 配 筋

〔 A− A 断面で 検証の こ と 〕

d 区間 c 区間

C

D

CD

c 区間は C− C断面 ,

d 区間は D− D 断面で

設計する こ と 。

(ａ）斜角が大きい場合    （ｂ）斜角が小さい場合 

図９－１ 斜角がつくボックスカルバートの端部形状 
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10 ボックスカルバートの上げ越し（参考） 

ボックスカルバートの設置箇所で構築後に沈下が予想される場合は，上げ越

して施工するものとする。 

 

10－１ 残留沈下量 

ボックスカルバート設置箇所で沈下が予想される場合は，残留沈下量を出

来るだけ小さくすることが望ましいが，やむをえない場合でも 30 ㎝以下を

目標に載荷重工法等を実施してあらかじめ沈下させておくものとする。 

 

10－２ 沈下量の推定 

ボックスカルバート設置時の盛土中央部の残留沈下量△Ｓは，「道路土工

－軟弱地盤対策工指針」を参照し求める。設置時には土質試験等の値をもと

に概略値を求めておき，載荷重工法等の実測沈下結果より，将来の沈下量を

推定する 

 

10－３ 上げ越し量 

上げ越しは，ボックスカルバート縦断方向に一律に行うことを原則とす

る。 

ただし，軟弱層厚が縦断方向で大きく異なる場合や，プレロードを行うこ

とが出来ずボックスカルバートを盛土に先行して施工する場合においては，

中央部の圧密を推定して端部の上げ越し量を図 10 より沈下比率を乗じて決

めるものとする。 

 

図 10 土被りと上げ越し量 

 

  

Ｓ ｒ ： 上げ越し 量

Ｓｒ Ｓｒ Ｓｒ

上げ越し 量（ プレ ロ ード 工法を採用し た場合。）

土被り 厚さ と 沈下比の関係

沈下比ｒ ＝
カルバート 端部の沈下量

カルバート 中央部の沈下量

土
被
り
厚
ｈ

ｒ

2.0

4.0

6.0

1.00 0.9 0.8 0.7

　
（ m）

Ｓｒ ×ｒ Ｓｒ ×ｒＳｒ
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11 プレキャストボックスカルバート 

11－１ プレキャストボックスカルバートの設計 

プレキャストボックスカルバートには，鉄筋コンクリート構造（以下「Ｒ

Ｃ構造」という）と，プレストレストコンクリート構造（以下「ＰＣ構造」

という）の２種類があ り，適用土被りは，ＲＣ構造で最大３ｍ，ＰＣ構造で

最大６ｍまで規格化されている。 プレキャストボックスカルバートの設計

は，「カルバート工指針」によるものとする が，「ＰＣボックスカルバート

道路埋設指針」ないし「プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュ

アル」に準拠する。 

(1) 現場条件を考慮し，プレキャストボックスを使用してもよい。 

(2) プレキャストボックスの使用については場所打ちボックスと経済比較を行

い使用す るものとする。 

(3) 次のような場合には，ボックスカルバートの縦方向の連結を行うこ

とが望ましく， 検討を行う。 

①地下水位が高く止水を考える場合。 

②カルバートの縦方向に荷重が大きく変化する場合。 

③地盤が良くない場合。 

④基礎地盤の支持力が変化すると予測される場合。  

(4) 基礎形式の選定 

① 直接基礎とする場合 無筋コンクリート基礎を標準とするが，必要

に応じてプレキャスト板および鉄筋コンクリート基礎を用いる 

 

 

 

 

 

 

図 11－１直接基礎の例 

 

② 杭基礎とする場合 

杭基礎の設計は，「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編」に準じ

るものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11－２ 杭基礎の例 
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(1) プレキャストボックスカルバートの製作に用いるコンクリートの設計基準

強度は，ＲＣボックスカルバートでは 35Ｎ/㎜ 2 以上，ＰＣボックスカルバ

ートでは 40Ｎ/㎜ 2 以上を標準とする。 

(2) プレキャストボックスカルバートの断面設計は，以下に示すとおりとす

る。 

① コンクリートに引張応力が生じる部材には，引張鉄筋を配置する。 

この場合の荷重の組合せは，つぎのとおりとする。 

死荷重＋1.35×（活荷重＋衝撃）＋有効プレストレス力 

② 終局限界状態の計算に用いる荷重の組合せは，つぎのとおりとし，

計算の結果の大きい方の組合せを用いる。 

ア 1.3×死荷重＋2.5×（活荷重＋衝撃） 

イ 1.0×死荷重＋2.5×（活荷重＋衝撃） 

ウ 1.7×（死荷重＋活荷重＋衝撃） 

(3) 鉄筋かぶりの最小値は，腐食性環境にある工場製品として「コンクリート

標準示方書 設計編」に準じて，次式により 2.5cm とする。 

 

Ｃｍｉｎ＝α・Ｋ・Ｃ０・・・・・・・・式（11－１） 

＝0.8×0.8×4.0＝2.5 ㎝ 

Ｃｍｉｎ：鉄筋の最小かぶり（㎝） 

α ：コンクリートの設計基準強度による係数 

Ｋ ：工場製品に対するかぶりの低減率 

Ｃ０ ：基本かぶり（㎝） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カルバート工指針 
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12 アーチカルバート 

アーチカルバートの設計は，「道路土工－カルバート工指針 5-10 場所打ち

アーチカルバートの設計」を参照ものとする。 

 

12－１ 土被りと部材断面 

アーチカルバートの設計に用いる土被りは，図 12－１に示す各カルバー

トブロックの最大土被りを使用する。 

アーチ部材は，型枠（セントル）の使用などの施工性を考慮し，原則とし

て全区間同一断面とする。土被りによる荷重の違いは鉄筋量にて調整する。

底版部材は，応力に応じて厚さを変えてもよい。 

 

図 12－１ 土被りの考え方 

 

12－２ 設計に用いる荷重 

(1) 鉛直土圧 

鉛直土圧は，式（カルバート工指針Ｐ97（式解 5-1））によるものとし，そ

の作用位置については設計の便宜上，図 12－２に示すとおりアーチ天端に作

用するものとしてよい。 

 

 

図 12－２ 土圧の作用 
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(2) 水平土圧 

任意点のカルバート側面に作用する水平土圧は式「道路土工－カルバート

工指針Ｐ101（式解 5-2）」によるが，土圧係数Ｋ0の値として 0.2～0.4 程度

の低い値が観測された例（図 12－３）があるので，通常の土質の場合，アー

チ部の設計上，安全側となるようＫ0＝0.3 程度をとるのがよい。水平土圧の

作用位置については，鉛直土圧と同様に，設計の便宜上，図 12－２に示すと

おりカルバート最外縁に対し鉛直な面に対して水平に作用するものとする。 

 

実測土圧（数字は土被り荷重との比） 

---- 土かぶり荷重（γ・ｈ） 

 

図 12－３ アーチカルバートの土圧実測例（土被り 24ｍ） 

 

12－３ 断面力の計算 

(1) 荷重の計算には外側寸法線（Ｂ０，Ｈ０）を用い，応力計算に対するラー

メン軸線として各部材の中心軸寸法線（ＢＳ，ＨＳ）を用いる。 

（図 12－４）。 

(2) 応力度の計算に当たって，全部材に軸力を考慮する。 

(3) アーチ部材は，施工中の荷重や偏土圧を受けた場合においても安全である

よう余裕をもった部材厚とすることが必要であり，側壁部材とのバランスを

考慮して決めるのが望ましい。今までの施工例では，部材厚を 60cm 程度以

上としているものが多い。 

 
図 12－４ アーチカルバートのラーメン軸線 
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13 記録の保存 

13－１ 設計条件の明記 

全体一般図には，下記に示す設計条件を必ず明示する。 

ただし，現地施工において変更があった場合は，修正したものを保存する。 

 

函渠工設計条件 

項    目 単位 条件 

形      式 

本     体 

（内空幅×内空高さ） 
ｍ × 

基 礎 の 種 類  － 直接・杭・地盤改良（    ） 

設 計 土 か ぶ り   

単 位 体 積 重 量 

鉄筋コンクリート /㎥  

アスファルト舗装 kN/㎥  

土 kN/㎥  

水      位 

（底版底面からの高さ） 
外水位 ｍ  

コンクリートの 

設 計 基 準 強 度 
σck N/㎥  

鉄 筋 の 種 類 ＳＤ －  

最大地盤反力度 

（許容支持力度） 
Ｑ ≦ Ｑa kN/㎥ ≦ 

＊  杭及び地盤改良の地盤反力度は，最大地盤反力度の箇所に記載すること。 

 

13－２ 記録の活用 

維持管理においては，維持管理性を向上させるために調査から施工段階ま

でにおける構造図，配筋図，地質・土質等のデータ，点検結果および補修・

補強履歴等の維持管理上必要となる情報を長期間に渡って保存し，活用して

いくことが重要である。 

その詳細については，「道路土工―カルバート工指針」を参照すること。 

特に，供用中に不測の沈下が生じた場合の対策工の検討を行う際には，地

質・土質等のデータに加えて，地盤改良の情報が重要となる。 

また，変形・ひび割れ等が生じた場合の対策工の検討を行う際には，構造

図，配筋図，コンクリートの品質試験結果が重要となる。 
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13－３ 記録の例 

ボックスカルバートの点検記録を図 13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 点検記録の例 
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13－４ 参考 

[橋長２ｍ以上かつ土被り１ｍ未満の溝橋（カルバート）を橋梁として取り扱う考え方] 

 

※橋梁として取り扱う溝橋（カルバート）は，道路の下を横断する道路や

水路等の空間を得るために，盛土あるいは地盤内に設けられる構造物と

し，剛性ボックスカルバート（矩形（ボックス型））を対象とするもの

とする。 

(1) 橋長２ｍ以上の考え方 

橋長として取り扱う溝橋（カルバート）の橋長は，外寸２ｍ以上とし，カ

ルバート上部道路の道路軸方向（斜角考慮）の長さを計測した値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 土被り１ｍ未満の考え方 

溝橋（カルバート）の天端から，歩車道等の上面の厚さが１ｍ未満のもの。 

※土被り厚が測定の位置で異なる場合（車道部・歩道部等）は，最小値

となる位置で判断するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務連絡：溝橋(カル

バート)の取扱いにつ

いて(H26.12.18) 

九州地方整備局道路部

地域道路課長 


